
農林水産分野における気候変動への
適応に関する取組

令 和 ５ 年 ９ 月



○ 2023年７月の世界の平均気温は16.95度で、これまでで最も高かった2019年7月の16.63度を上回り、
記録のある1940年以降、最も暑い月を記録。また、極域を除く世界の平均海面水温は同７月28日に
20.95度となり過去最高を記録。（出典：コペルニクス気候変動サービス、欧州中期気象予報センター）

○ 日本においても、同年7月の平均気温は平年を示す基準値（1991～2020年の平均）を1.91度上回り、統
計を開始した1898年以降で最も高くなった。さらに、東北や九州等で豪雨災害が発生するなど、各地で
異常気象による深刻な農業被害も発生。

深刻化する地球温暖化
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世界の平均気温が最高を記録 日本の７月の平均気温が最高を記録

各年の平均気温の基準値からの偏差
偏差の5年移動平均値
長期変化傾向

※基準値は1991～2020年の30年平均値

※この図は、NASAのGISTEMP解析に基づく、1880年代以降の7月ごとの世界の気
温偏差を示している。気温偏差は、7月の世界の気温が1951年から1980年の平年
値をどれだけ上回ったか、下回ったかを示している。

出典：NASAゴダード宇宙研究所

2023年7月の平均気温が1880年以降
のどの月よりも高い偏差を記録

2023年7月



○ 日本の年平均気温は、100年あたり1.30℃の割合で上昇。
○ 農林水産業は気候変動の影響受けやすく、高温による品質低下などが既に発生。
○ 降雨量の増加等により、災害の激甚化の傾向。農林水産分野の被害も甚大。

 日本の年平均気温偏差の経年変化

年平均気温は長期的に上昇しており、特に1990年以降、高温となる年が頻出

年平均気温偏差
5年移動平均値
長期変化傾向

 １時間降水量50mm以上の年間発生回数

2013年～2022年の10年間の平均年間発生回数は約328回
1976年～1985年と比較し、約1.5倍に増加

白未熟粒(左)と正常粒(右)の断面

・水稲：高温による品質の低下 ・りんご：成熟期の着色不良、
着色遅延

 農産物への気候変動の影響

温暖化による気候変動・大規模自然災害の増加
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 農業分野の被害

被災したガラスハウス
（令和元年房総半島台風）

河川氾濫によりネギ畑が冠水
（令和５年７月秋田県能代市）



現状と今後の課題

みどりの食料システム戦略（概要）
～食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立をイノベーションで実現～

戦略的な取組方向

持続可能な食料システムの構築に向け、「みどりの食料システム戦略」を策定し、
中長期的な観点から、調達、生産、加工 流通、消費の各段階の取組と
カーボンニュートラル等の環境負荷軽減のイノベーションを推進

目指す姿と取組方向

2040年までに革新的な技術・生産体系を順次開発（技術開発目標）
2050年までに革新的な技術・生産体系の開発を踏まえ、
今後、「政策手法のグリーン化」を推進し、その社会実装を実現（社会実装目標）
※政策手法のグリーン化：2030年までに施策の支援対象を持続可能な食料・農林水産業を行う者に集中。

2040年までに技術開発の状況を踏まえつつ、補助事業についてカーボンニュートラルに対応することを目指す。
補助金拡充、環境負荷軽減メニューの充実とセットでクロスコンプライアンス要件を充実。

※ 革新的技術・生産体系の社会実装や、持続可能な取組を後押しする観点から、その時点において必要な規制を見直し。
地産地消型エネルギーシステムの構築に向けて必要な規制を見直し。

持続的な産業基盤の構築
・輸入から国内生産への転換（肥料・飼料・原料調達）
・国産品の評価向上による輸出拡大
・新技術を活かした多様な働き方、生産者のすそ野の拡大

期待される効果

農林水産業や地域の将来も
見据えた持続可能な

食料システムの構築が急務

経済 社会 環境

アジアモンスーン地域の持続的な食料システムのモデルとして打ち出し、国際ルールメーキングに参画（国連食料システムサミット（2021年9月）など）

 農林水産業のCO2ゼロエミッション化の実現
 低リスク農薬への転換、総合的な病害虫管理体系の確立・普及

に加え、ネオニコチノイド系を含む従来の殺虫剤に代わる新規農薬
等の開発により化学農薬の使用量（リスク換算）を50％低減

 輸入原料や化石燃料を原料とした化学肥料の使用量を30％低減
 耕地面積に占める有機農業の取組面積の割合を25％(100万ha)に拡大
 2030年までに食品製造業の労働生産性を最低３割向上
 2030年までに食品企業における持続可能性に配慮した
輸入原材料調達の実現を目指す

 エリートツリー等を林業用苗木の9割以上に拡大
 ニホンウナギ、クロマグロ等の養殖において人工種苗比率100%を実現

○生産者の減少・高齢化、
地域コミュニティの衰退

○温暖化、大規模自然災害
○コロナを契機としたサプライ
チェーン混乱、内食拡大

○SDGsや環境への対応強化
○国際ルールメーキングへの参画

「Farm to Fork戦略」 (20.5) 
2030年までに化学農薬の使
用及びリスクを50%減、有機
農業を25%に拡大

「農業イノベーションアジェンダ」
(20.2)
2050年までに農業生産量
40％増加と環境フットプリント
半減

国民の豊かな食生活
地域の雇用・所得増大

・生産者・消費者が連携した健康的な日本型食生活
・地域資源を活かした地域経済循環
・多様な人々が共生する地域社会

将来にわたり安心して
暮らせる地球環境の継承

・環境と調和した食料・農林水産業
・化石燃料からの切替によるカーボンニュートラルへの貢献
・化学農薬・化学肥料の抑制によるコスト低減

2050年までに目指す姿

2030年

取

組
・
技

術

2020年 2040年 2050年

ゼロエミッション
持続的発展

革新的技術・生産体系の
速やかな社会実装

革新的技術・生産体系
を順次開発

開発されつつある
技術の社会実装

・
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○ 気候変動に関する政府間パネル(IPCC)は、本年３月、気候変動に関する最新の科学的知見につき、 2021年から
2022年にかけて公表された３つの作業部会*の報告書等の内容を統合した第６次評価報告書（AR6）統合報告書を
公表（2014年のAR5統合報告書以来９年ぶり）。
* 第１作業部会（自然科学的根拠）、第２作業部会（影響・適応・脆弱性）、第３作業部会（気候変動の緩和）

（参考）第３作業部会報告書における記述
研究開発はすべてのAFOLU分野の対策にとっての鍵。それであって
もなお、農業のメタンと一酸化二窒素の緩和は、コスト、農業シス
テムの多様性と複雑さ、収量増加の必要性の高まり及び家畜製品の
需要の増加によって制約を受ける。

✓人間活動が主に温室効果ガスの排出を通して地球温暖化を引き起こしてきたことには疑う余地がない。
✓人為的な気候変動は、既に世界中の全ての地域において多くの気象と気候の極端現象に影響を及ぼして
いる。このことは、自然と人々に対し広範な悪影響、及び関連する損失と損害をもたらしている。

✓温暖化を1.5℃又は2℃に抑えるには、この10年間に全ての部門において急速かつ大幅で、ほとんどの場
合即時の温室効果ガスの排出削減が必要であると予測される。
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気候変動等に関する最新の科学的知見（IPCC第6次評価報告書(AR6)の概要）

農林水産関係の主な記述

IPCC第6次評価報告書
第2作業部会報告書
統括執筆責任者

・気候変動は、食料安全保障を低下させている。
・農業生産性は全体的に向上してきたが、過去50年間、気候
変動によってその伸び率は世界全体で鈍化している。

・海洋の温暖化と酸性化は、漁業と貝類の養殖業による食料生
産に悪影響を与えている。

・気候に起因する食料不安や食料供給の不安定性は、地球温暖
化の進行に伴い増加すると予測される。

・効果的な適応の選択肢には、栽培品種の改善等が含まれる。

・乱獲され枯渇した漁業の再建は、気候変動による漁業への悪影
響を軽減する。

画像出典：農研機構HP

・2019年の世界の温室効果ガス排出量のうち、22％が農業、
林業及びその他の土地利用（AFOLU）分野から排出された。

・CO2/GHG正味ゼロを達成するためには、一部の「削減が困
難な」残余排出量（例：農業等）について、二酸化炭素除去
手法（吸収源等）の導入によって相殺する必要がある。

・（AFOLU分野の対策には）トレードオフの最小化のため、
食料安全保障等の目的と整合した統合的アプローチが必要。

・森林等の生態系の保全、管理の向上、回復は、経済的緩和ポ
テンシャルの最大の割合を提供する。

・森林経営の向上、土壌炭素隔離及びブルーカーボン管理等は、
生物多様性と生態系機能、雇用及び地域の生計を強化しうる。

・長寿命な木材製品等、持続可能な方法で調達された農林産物
は、他の部門におけるGHG排出量の多い製品を代替しうる。

農研機構・農業環境研究部門
長谷川利拡



農産物の収量や品質、栽培適地などの将来予測

うんしゅうみかんの栽培適地予測りんごの栽培適地予測

資料：農林水産省「気候変動の影響への適応に向けた将来展望」(2019) 資料：農林水産省「気候変動の影響への適応に向けた将来展望」(2019)

資料： Yasushi ISHIGOOKA, Toshihiro HASEGAWA, Tsuneo KUWAGATA, Motoki NISHIMORI, Hitomi WAKATSUKI (2021) Revision of estimates of climate change impacts on rice yield and quality in Japan 
by considering the combined effects of temperature and CO2 concentration. Journal of Agricultural Meteorology, 77 (2), 139-149, doi:10.2480/agrmet.D-20-00038 (Licensed under CC BY 4.0)

資料：農業・食品産業技術総合研究機構「ブドウ着色不良発生頻度予測詳細マップ」（2019）

1981-2000 年 1981ｰ2000年 2046-2055年
2046-2055年

ぶどう「巨峰」（露地栽培）の着色不良発生頻度予測                               

 
 

 
 

 

1981ｰ2000年 2031-2050年
RCP4.5(中位安定化シナリオ)

RCP8.5(高位参照シナリオ)
RCP8.5(高位参照シナリオ)
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令和5年1月13日 食料・農業・農村政策審議会
基本法検証部会 資料抜粋

○ CO2濃度が増加し続け日本での気温上昇が大きくなる悲観的な条件では、品種の構成や栽培技術が変わらないと仮定した場合、日本全体の水稲
の収量は、今世紀末には20世紀末の約80％に減収すると予測。日本全体の白未熟粒率の平均値は、今世紀末では約40％と予測。

○ ぶどうは主産県において高温による着色不良発生頻度が上昇し、りんごやうんしゅうみかんは栽培適地が北方や内陸地へ移動することが予測さ
れている。

○農業現場に適切な適応策を導入し、気候変動による影響を軽減することが必要。

RCP8.5(高位参照シナリオ)

収量
※1981～2000年平均
を100として

白未熟粒率

低 高 低 高

収量
※1981～2000年平均
を100として

白未熟粒率

低 高 高

水稲の2081年～2100年の収量及び白未熟粒率予測
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家畜の伝染性疾病や病害虫の侵入・まん延リスクの増大

訪日外客が持ち込んだ
豚ソーセージ

資料：環境省「全国のニホンジカ及びイノシシの
個体数推定及び生息分布調査」

中国の豚肉価格の推移野生イノシシの生息分布図

（元/kg）
ASF発生

（推移(%)）

飼養頭数は約
４割減少

ASF発生

中国の豚飼養頭数の推移

（万人） 訪日外客数と禁止品の摘発件数

440万人

3188万人

資料： alic「中国の養豚業におけるアフリカ豚熱の影響」

資料：（訪日外客数）日本政府観光局
(禁止品摘発件数）農林水産省「動物検疫統計」「植物検疫統計」

家畜の伝染性疾病や病害虫の侵入・まん延リスクの増加 家畜の伝染性疾病の拡大による食料生産への影響

（万件）

11.0万件

1.7万件（動物）
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罹病により収穫が皆無となったほ場

サツマイモ基腐病による被害

病害虫による食料生産への影響

資料：農林水産省「作物統計」

(kg/10a)

2,690 

2,370 2,300 2,330 

1,970 
1,850 

1,500

1,800

2,100

2,400

2,700

3,000

2016 2017 2018 2019 2020 2021

かんしょの単収（鹿児島県）

基腐病発生

(匹)

果実を食害する
ミカンコミバエの幼虫

2.8万件（植物）

12.5万件

九州地方における
ミカンコミバエ種群の誘殺状況

約20元

約50元

資料：農林水産省植物防疫課調べ

2018.1 2018.8 2019.12

2018.1 2018.8 2020.22017.7

令和5年1月13日 食料・農業・農村政策審議会
基本法検証部会 資料抜粋

○ 気候変動や農地利用の変化に伴い、家畜の伝染性疾病を媒介する野生生物の分布域が拡大。気候変動によりミカンコミバエ等の病害虫
も発生地域の拡大、発生時期の早期化、発生量の増加が確認されている。

○ 訪日外客数は20年間で約7倍増加、持込禁止品の摘発件数も増加しており、これまでに国内で発生していなかった病害虫や家畜の伝染
性疾病の侵入・まん延リスクが増大。

○ これらの家畜の伝染性疾病や病害虫は食料生産を脅かす存在であり、中国では2018年のアフリカ豚熱（ASF）発生により、豚の飼養頭
数が約4割減少し、豚肉価格が大幅に高騰。2018年に鹿児島県等で発生したサツマイモ基腐病により単収は平年と比べ２割減少した。



地球温暖化対策の概要（適応策について）
○ 農林水産省では、温室効果ガスを削減し地球温暖化の防止を図るための「緩和策」と、地球温暖化がも
たらす現在及び将来の気候変動の影響に対処する「適応策」を一体的に推進。

（環境省資料を基に作成）

温室効果ガス

の増加
化石燃料使用による
二酸化炭素の排出、

農業・林業・その他の土地
利用などによる排出

気候変動

気温上昇（地球温暖化）

降雨パターンの変化

海面上昇など

気候変動の

影響

生活、社会、経済

自然環境への影響

緩和
温室効果ガスの
排出を抑制する

適応
被害を回避
・軽減する

・地球温暖化対策推進法
1998年法律第117号
2021年一部改正

・地球温暖化対策計画
2016年5月13日閣議決定
2021年10月22日改定

・農林水産省地球温暖化対策計画
2017年3月14日策定
2021年10月27日改定

・気候変動適応法
(2018年法律第50号)

・気候変動適応計画
2018年11月27日閣議決定
2021年10月22日改定
2023年5月30日一部変更

・農林水産省気候変動適応計画
2015年8月6日策定
2021年10月27日改定
2023年8月31日改定

緩和策：気候変動の原因となるCO2やメタンなどの温室効果ガスの排出削減対策
適応策：既に生じている、あるいは、将来予測される気候変動の影響による被害の回避・軽減対策
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現状と将来の影響評価
を踏まえた計画策定

温暖化等による
影響への対応

極端な気象現象による
災害への対応・防災

気候変動がもたらす
機会の活用

関係者間での連携・
役割分担、情報共有

計画の継続的な見直し、
最適化による取組の推

進

○政府全体の影響評価と整合し、気候変動の影響に的確かつ効果的に対応する計
画を策定

○当面１０年間に必要な取組を中心に分野・項目ごとに計画として整理し、推進

○農作物等の生産量や品質の低下を軽減する適応技術や対応品種の研究開発
○対応品種や品目への転換、適応技術の普及 ○病害虫、鳥獣害への対応
○水産資源への影響への対応 ○熱中症対策

○集中豪雨等による農地の湛水被害や山地災害の激甚化
○海面水位上昇による高潮のリスク増大等

○低温被害の減少による産地の拡大
○亜熱帯・熱帯作物の新規導入や転換、産地育成
○積雪期間短縮による栽培可能期間、地域の拡大による生産量の増大

○国：気候変動の現状及び将来影響の科学的評価、適応技術等の基礎的な研究開発
ソフト・ハード両面による地域の取組の支援策提示、国内外の情報収集及び発信

○地方：地域主体による適応策の自立的選択及び推進等
○国と地方相互の連携による適応計画の効果的実施

○ IPCC等の新しい報告等を契機とした最新の科学的
知見による現状及び将来影響評価の見直し

○適応策の進捗状況の確認や最新の研究成果等の反映

これらに備え、防災
に資する施設整備等
を計画的に推進

これら最新の評価結果
等に基づいた適応計画
の継続的な見直し

農林水産省気候変動適応計画の概要
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白未熟粒(左)と正常粒(右)の断面

・高温耐性品種の開発・普及
・肥培管理、水管理等の基本技術の徹底

・高温による品質の低下。
・高温耐性品種への転換が進まない場合、
全国的に一等米比率が低下する可能性。

水稲

写真出典：農林水産省ほか

・サンマ、スルメイカ、サケ漁獲量の減少。・ホタテ貝やカキのへい死。
・養殖ノリの養殖期間の短縮による収穫量の減少。
・回遊性魚介類の分布範囲と体長の変化、夏季水温
上昇による魚類養殖産地への影響の可能性。

水産業

・ハード・ソフト対策の適切な組合せによる農業用水の効率的利用、
農村地域の 防災・減災機能の維持・向上

・短時間強雨が頻発する一方で、少雨による渇水も発生。
・田植え時期の変化や用水管理労力の増加などの影響。
・農地の湛水被害などのリスクが増加する可能性。

農業生産基盤

集中豪雨による農地の湛水被害

・りんごやぶどうでは、優良着色系統や黄緑色系統の導入
・うんしゅうみかんよりも温暖な気候を好む中晩柑（しらぬひ等） への転換

・りんごやぶどうの着色不良、うんしゅうみかんの浮皮や
日焼け、日本なしの発芽不良などの発生。

・りんご、うんしゅうみかんの栽培適地が年次を追うごとに移動する
可能性。

果樹

りんごの着色不良
うんしゅうみかんの浮皮

・畜舎内の散水、換気など暑熱対策の普及
・栄養管理の適正化など生産性向上技術の開発
・飼料作物の栽培体系の構築、栽培管理技術の開発・普及

畜産・飼料作物
・夏季に、乳用牛の乳量・乳成分・繁殖成績の低下や
肉用牛、豚、肉用鶏の増体率の低下等。

・一部地域で、飼料作物の乾物収量が年々増加傾向。
京都府 ヒト用の冷感素材を応

用した家畜用衣料の開発

林業
・森林の有する山地災害防止機能の限界を超えた
山腹崩壊などに伴う流木災害の発生。

・豪雨の発生頻度の増加により、山腹崩壊や土石
流などの山地災害の発生リスクが増加する可能性。

・降水量の少ない地域でスギ人工林の生育が不適に
なる地域が増加する可能性。

豪雨による大規模な山地災害

（万トン）
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・治山施設の設置や森林の整備等による山地災害の防止
・気候変動の森林・林業への影響について調査・研究
・流木災害防止・被害軽減技術の開発

・海洋環境変動の水産資源への影響を把握し、資源評価を高精度化
・高水温耐性を有する養殖品種や赤潮被害の軽減技術を開発
・赤潮抵抗性を有する養殖魚の育種技術等を開発

乾燥により枯れたスギ

家畜の伝染性疾病
病害虫

・家畜伝染病の侵入防止（水際対策の強化・効率化）
・農場における家畜の飼養衛生管理レベルの向上
・全国的なデータ蓄積システムの構築や遠隔診療の推進等による獣医療体制の強化

・家畜の伝染性疾病を媒介するおそれのある野生生物の生息域の拡大
・国境を越えた人やモノの移動の増加と共に輸入禁止品による病害虫の侵入リスクが増大・病害虫の分布域の拡大、発生量の増加、発生時期の長期化

・国境を越えた人やモノの移動の増加と共に輸入禁止品による病害虫の
侵入リスクが増大

サンマ、スルメイカ、
サケの漁獲量の変遷
（2003ー2019）

○ 災害や気候変動に強い持続的な農林水産業を構築するため、以下のような取組を行う必要。
① 気候変動リスクの情報の提供、気候変動に適応する生産安定技術・品種の開発、気候変動等の影響を考慮した作物の導入
② 生産基盤の防災・減災機能の維持・向上等の推進
③ 病害虫の侵入・まん延、家畜伝染病の拡大などにも適切に対応するための水際対策、農場における管理の強化

気候変動等への主な適応策

・病害虫の侵入防止（水際対策の強化・効率化）
・AI等を活用した発生予察など病害虫の早期発見・国内防除体制の強化
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